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ワン
ポイント

（葉月）AUGUST

11日・山の日

日 月 火 水 木 金 土

8月◆  8月の税務と労務

8 2022（令和4年）

国の借金　国債と借入金、それに政府短期証券の残高を合わせた、いわゆる「国の借金」
は今年3月末現在で1,241兆3,074億円と6年連続で過去最大を更新しています。医療や介護、
年金などの社会保障費や新型コロナ対策への財政出動が要因で、日本の人口（約1億2,273
万人）を基にした単純計算で国民1人当たりの借金は1,011万円超となっています。

国　税／ 7月分源泉所得税の納付 8月10日

国　税／ 6月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

 8月31日

国　税／ 12月決算法人の中間申告 8月31日

国　税／ 9月、12月、3月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合） 8月31日

国　税／ 個人事業者の消費税等の中間申告 8月31日

地方税／個人事業税第1期分の納付

 都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

 市町村の条例で定める日
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8 月号 ─ 2

　

今
年
４
月
29
日
の
N
新
聞
の
ト
ッ

プ
記
事
は
、
以
下
の
文
章
で
し
た
。

　
〝
日
銀「
粘
り
強
く
緩
和
継
続
」〟

　

一
面
で
は
、
公
表
し
た
経
済
・
物

価
情
勢
の
展
望（
展
望
レ
ポ
ー
ト
）に

は
、
２
０
２
２
年
度
の
物
価
上
昇
率

見
通
し
を
１
月
時
点
の
１
・
１
％
か

ら
１
・
９
％
に
引
き
上
げ
た
。
物
価

上
昇
率
２
％
の
目
標
実
現
も
現
実
味

を
帯
び
る
が
、
日
銀
の
黒
田
東
彦
総

裁
は
「
資
源
価
格
が
上
昇
を
続
け
る

と
は
想
定
し
て
い
な
い
。
２
％
目
標

に
は
な
お
時
間
が
か
か
る
」
と
し
て

い
ま
す
。

　

そ
し
て
２
面
で
は
、
黒
田
総
裁
は

28
日
の
金
融
政
策
決
定
会
合
後
の
記

者
会
見
で
「
全
体
と
し
て
円
安
は
プ

ラ
ス
」
と
強
調
し
た
と
報
じ
て
い
ま

す
。

　

記
事
に
出
て
き
た
「
金
融
政
策
決

定
会
合
」
は
、
毎
月
１
回
な
い
し
２

回
開
か
れ
、
金
融
政
策
の
方
針
を
決

め
て
い
ま
す
。
会
合
で
決
ま
っ
た
事

は
、
そ
の
日
の
午
後
、
日
銀
総
裁
が

記
者
会
見
を
し
て
内
容
を
説
明
し
ま

す
。

　

記
事
を
理
解
す
る
上
で
の
キ
ー

ワ
ー
ド
は
、
金
融
政
策
決
定
会
合
お

よ
び
、
日
銀
総
裁
の
見
解
の
背
景
で

あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

こ
の
こ
と
を
理
解
す
る
た
め
に
は
、

日
銀
展
望
レ
ポ
ー
ト
（
正
式
名
称
は

﹃
経
済
・
物
価
情
勢
の
展
望
﹄、
以
下
、

「
展
望
レ
ポ
ー
ト
」）
を
読
み
解
く
こ

と
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。

　

以
下
、
展
望
レ
ポ
ー
ト
に
つ
い
て

説
明
す
る
こ
と
に
し
ま
す
。

一　

展
望
レ
ポ
ー
ト
の
予
備
知
識

　

日
銀
（
日
本
銀
行
）
は
、
我
が
国

の
中
央
銀
行
で
あ
り
、
唯
一
の
発
券

銀
行
と
し
て
、
発
券
の
パ
ワ
ー
を
源

に
重
要
な
経
済
政
策
で
あ
る
金
融
政

策
を
担
っ
て
い
ま
す
。

　

金
融
政
策
と
は
、
お
金
に
は
価
値

が
あ
り
、そ
の
通
貨
価
値
の
安
定（
つ

ま
り
、
物
価
の
安
定
）
の
た
め
に
金

利
な
ど
の
調
整
を
図
る
政
策
で
す
。

そ
し
て
、「
展
望
レ
ポ
ー
ト
」
は
、
中

央
銀
行
自
身
の
経
済
や
物
価
が
ど
う

な
る
か
の
展
望
を
国
民
に
示
す
こ
と

で
、
政
策
効
果
の
円
滑
な
波
及
を
図

る
た
め
に
作
成
し
て
い
ま
す
。

　

通
常
、
経
済
白
書
等
の
資
料
は
、

過
去
、
い
ま
現
在
の
状
況
分
析
は
し

ま
す
が
将
来
予
測
は
そ
れ
程
触
れ
て

い
ま
せ
ん
。
つ
ま
り
、
予
想
め
い
た

こ
と
を
発
表
す
る
の
は
容
易
で
は
な

い
か
ら
で
す
。

　

し
か
し
、
展
望
レ
ポ
ー
ト
は
、
日

銀
が
経
済
や
物
価
の
見
通
し
を
示

し
、
そ
れ
に
基
づ
く
今
後
の
政
策
運

営
に
対
す
る
考
え
方
を
ま
と
め
た
資

料
で
す
か
ら
マ
ス
コ
ミ
が
注
視
す
る

の
は
当
然
の
こ
と
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

展
望
レ
ポ
ー
ト
は
年
４
回
公
表
さ

れ
、大
き
く
は「
基
本
的
見
解
」と「
背

景
説
明
」
の
二
本
立
て
か
ら
な
り
ま

す
。

　

な
お
、
展
望
レ
ポ
ー
ト
の
「
背
景

説
明
を
含
む
全
文
」
は
資
料
が
大
部

に
わ
た
り
ま
す
の
で
、
今
回
は
「
基

本
的
見
解
」
を
元
に
話
を
進
め
て
い

き
ま
す
。

二　
﹁
展
望
レ
ポ
ー
ト
﹂

　
　
　
　

２
０
２
２
年
４
月
版

　

展
望
レ
ポ
ー
ト
の
目
次
は
、

１　

わ
が
国
の
経
済
・
物
価
の
現
状

２　

わ
が
国
の
経
済
・
物
価
の
中
心

的
な
見
通
し

⑴　

経
済
の
中
心
的
な
見
通
し

⑵　

物
価
の
中
心
的
な
見
通
し

⑶　

金
融
環
境

３　

経
済
・
物
価
の
リ
ス
ク
要
因

⑴　

経
済
の
リ
ス
ク
要
因　

⑵　

物
価
の
リ
ス
ク
要
因　

４　

金
融
政
策
運
営

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

中
身
の
構
成
は
毎
回
、
基
本
的
に

同
じ
で
す
。
前
記
の
２
が
、
今
後
の

G
D
P
（
国
内
総
生
産
）
に
関
わ
る

内
容
と
も
い
え
、
前
記
３
は
、
政
策

が
実
現
す
る
か
否
か
の
リ
ス
ク
要
因

を
挙
げ
て
い
ま
す
。

　

そ
し
て
「
４　

金
融
政
策
運
営
」

が
展
望
レ
ポ
ー
ト
の
結
論
で
す
。

日本銀行の
「展望レポート」から
読み解く
経済・物価情勢



3 ─ 8 月号

　

こ
こ
で
日
銀
は
経
済
・
物
価
の
情

勢
に
つ
い
て
の
判
断
材
料
を
示
し
て

政
策
を
運
営
し
て
い
き
ま
す
。
４
月

号
で
は
、
第
一
の
柱
（
中
心
的
な
見

通
し
）
で
、「
物
価
の
安
定
の
目
標
」

に
向
け
て
徐
々
に
基
調
的
な
上
昇
率

を
高
め
て
い
く
と
考
え
ら
れ
る
と
し

て
い
ま
す
。

　

第
二
の
柱
（
リ
ス
ク
の
点
検
）
で
、

経
済
の
見
通
し
に
つ
い
て
は
、「
当

面
下
振
れ
リ
ス
ク
が
大
き
い
が
、
そ

の
後
は
概
ね
上
下
に
バ
ラ
ン
ス
し
て

い
る
」。

　

ま
た
、
物
価
の
見
通
し
で
は
、「
当

面
上
振
れ
リ
ス
ク
の
方
が
大
き
い
が
、

そ
の
後
は
概
ね
上
下
に
バ
ラ
ン
ス
し

て
い
る
」と
し
て
い
ま
す
。

　

金
融
政
策
運
営
に
つ
い
て
は
２
％

の
「
物
価
安
定
の
目
標
」
の
実
現
を

目
指
し
、
こ
れ
を
安
定
的
に
持
続
す

る
た
め
に
必
要
な
時
点
ま
で
、「
長

短
金
利
操
作
付
き
量
的
・
質
的
金
融

緩
和
」
を
継
続
す
る
、
と
整
理
し
て

い
ま
す
。

三　

政
策
委
員
の
大
勢
見
通
し

　

繰
り
返
し
に
な
り
ま
す
が
、
日
銀

総
裁
の
記
者
会
見
は
、
政
策
委
員

会
・
金
融
政
策
決
定
会
合
で
決
定
さ

れ
た
事
を
発
表
す
る
場
で
す
。

　

そ
し
て
、
金
融
政
策
決
定
会
合
で

決
定
さ
れ
た
内
容
は
展
望
レ
ポ
ー
ト

に
ま
と
め
ら
れ
て
い
る
、
と
い
う
こ

と
で
す
。

　

こ
こ
で
気
に
な
る
の
が
、「
政
策

委
員
会
」
で
す
が
、
日
銀
を
一
般
の

会
社
に
な
ぞ
ら
え
れ
ば〝
取
締
役
会
〟

で
す
。

　

日
銀
H
P「
教
え
て
！
に
ち
ぎ
ん
」

を
み
る
と
、「
政
策
委
員
会
は
、
日

本
銀
行
の
最
高
意
思
決
定
機
関
で

す
。
日
本
銀
行
の
重
要
な
意
思
決
定

は
政
策
委
員
会
で
議
論
し
た
う
え

で
、
多
数
決
で
決
定
さ
れ
ま
す
。」

　
「
政
策
委
員
会
は
、
総
裁
、
副
総

裁（
２
人
）お
よ
び
、
審
議
委
員（
６

人
）
で
構
成
さ
れ
ま
す
。
総
裁
、
副

総
裁
お
よ
び
、
審
議
委
員
の
任
期
は

５
年
で
、
再
任
さ
れ
る
こ
と
も
で
き

ま
す
。」と
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

審
議
委
員
と
い
う
名
称
か
ら
、
中

央
省
庁
に
あ
る
審
議
会
の
委
員
と
混

同
さ
れ
る
人
も
い
る
こ
と
で
し
ょ
う
。

中
央
省
庁
の
審
議
会
の
メ
ン
バ
ー
は
、

み
ん
な
別
の
仕
事
（
本
業
）
を
持
っ

て
い
ま
す
。

　

日
銀
の
審
議
委
員
も
そ
の
名
称
か

ら
同
様
に
思
わ
れ
が
ち
で
す
が
、
日

銀
の
審
議
委
員
は
フ
ル
タ
イ
ム
の
本

業
と
し
て
務
め
て
い
ま
す
。

　

話
を
戻
し
ま
す
。

　

２
０
２
２
年
４
月
の
展
望
レ
ポ
ー

ト
に
は
、
２
０
２
１
〜
２
０
２
４
年

度
の
政
策
委
員
の
大
勢
見
通
し
が
掲

載
さ
れ
て
い
ま
す（
上
表
を
参
照
）。

　

こ
の
大
勢
見
通
し
は
、
展
望
レ

ポ
ー
ト
を
読
む
う
え
で
非
常
に
参
考

に
な
り
ま
す
。
見
方
を
簡
単
に
説
明

し
ま
し
ょ
う
。

　

２
０
２
１
年
度
実
質
G
D
P
〈
＋

２
・
１
％
〉は
、
＋
２
・
０
％
〜
＋
２
・

２
％
の
真
中
の
値
を
出
し
て
い
ま

す
。
そ
し
て
、
７
名
の
政
策
委
員
の

見
通
し
に
は
、
＋
２
・
０
％
〜
＋
２
・

２
％
の
幅
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
す

（
最
大
値
と
最
小
値
の
２
名
の
値
は

除
か
れ
ま
す
）。

　

２
０
２
２
年
１
月
の
展
望
レ
ポ
ー

ト
で
は
〈
＋
２
・
８
％
〉
と
さ
れ
て
い

ま
し
た
が
、
今
回
は
２
・
１
％
に
下

げ
て
い
ま
す
。
２
０
２
２
年
度
も〈
＋

２
・
９
％
〉
で
、
１
月
時
点
の
見
通

し
〈
＋
３
・
８
％
〉
か
ら
下
げ
て
い
ま

す
。

　

消
費
者
物
価
指
数
の
方
は
、

２
０
２
２
年
度
は
１
・
９
％
で
前
回

（
１
月
）
は
１
・
１
％
で
し
た
か
ら
引

き
上
げ
た
と
い
う
こ
と
で
す
（
ち
な

み
に
冒
頭
の
新
聞
記
事
は
こ
れ
を
紹

介
し
て
い
ま
す
）。

〈表〉　2021〜2024年度政策委員の大勢見通し
実質GDP 消費者物価指数（除く生鮮食品）

2021年度 ＋2.0〜＋2.2〈＋2.1〉 ＋0.1
1月時点の見直し ＋2.7〜＋2.9〈＋2.8〉 ＋0.0〜＋0.1〈0.0〉
2022年度 ＋2.6〜＋3.0〈＋2.9〉 ＋1.8〜＋2.0〈＋1.9〉
1月時点の見直し ＋3.3〜＋4.1〈＋3.8〉 ＋1.0〜＋1.2〈＋1.1〉
2023年度 ＋1.5〜＋2.1〈＋1.9〉 ＋0.9〜＋1.3〈＋1.1〉
1月時点の見直し ＋1.0〜＋1.4〈＋1.1〉 ＋1.0〜＋1.3〈＋1.1〉
2024年度 ＋1.1〜＋1.3〈＋1.1〉 ＋1.0〜＋1.3〈＋1.1〉

−−対前年度比、％。なお、〈　〉内は政策委員見通しの中央値。
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　お金は、経済社会の血液（経済主体間を
循環）の役割を果しています。したがって、
血液の循環（マネーフロー）が滞ることは経
済社会にとって望ましくありません。
　このお金の流通の中心的役割を果たして
いるのが金融機関です。つまり、金融とは、
お金の不足している者がお金の余っている
者から利子を支払うことを条件にお金を融
通してもらうことです。
　一方で、資金循環で大切なことは物価、
つまり、体温です。物価が上がる（体温が
上がる）ことをインフレ、物価が低いこと
をデフレと言います。景気が低迷するとデ
フレになります。我が国では、「1990年
末以降デフレ、最近ではデフレではないが
デフレから脱却していない」と言っています。
　デフレのメカニズムは、図の通りです。
①　デフレのメカニズムは、一般物価が下

落しますと実質金利が上昇するため、債

務者から債権者への所得移転が起こる。
②　このとき債務者の方が債権者より所得

に対する支出性向が高ければ、経済に対
するデフレ圧力が強まる。

③　情報の非対称性の下で、債務者の純資
産の減少を懸念した金融機関が債務者へ
の貸し出しを減らすと、経済へマイナス
効果を増幅させる。

　なお、担保は借り手と金融機関の間に存
在する情報の非対称性を緩和しますが、こ
の担保価値が下落すると借り手が倒産した
時の回収率が低下するため、金融機関は貸
し出しに消極的になります。

〈参　考〉
　IMF（1999年）は、デフレを「少なくと
も2年間」継続的に物価が下落している状
態と定義しています。

デフレは何故問題か

　物事の見方を生き物で例える事がありま
す。
　「鳥の目で見る」。全体的に見る必要があ
る時に「鳥の目で見よう」と言います。
　「虫の目で見る」。複眼的に問題を見て対
応・対策し、変革につなげるという場合で
す。企業が物価の上昇、品薄・納期の遅れ、
賃金の値上げ等課題が多い時。このような
リスク時には、「虫の目で見る」ことが必
要になります。
　「魚の目で見る」。物事を流れで見る場合
です。経済社会の潮流は、デフレからイン
フレへの傾向が見られる、いわゆる不景気
の中で物価の上昇の可能性がある。企業に
とっては、価格転嫁が課題となっています。
　最後に「コウモリの目で見る」。反対・
逆さまからの視点・視野で見るということ
です。理念や信念に沿って、世の中の流れ
に逆らうことが必要な時もあります。あき
らめない不屈の精神が要求されるでしょう。

いろいろな見方〜 
鳥、虫、魚、コウモリの目で見る

　
「
ズ
ー
ニ
ン
の
法
則
」
を
ご
存
知

で
す
か
。「
初
動
の
４
分
間
の
法
則
」

と
も
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

何
か
新
し
い
こ
と
や
重
要
な
の
に

面
倒
く
さ
い
こ
と
に
取
り
組
む
時
や

日
々
の
退
屈
な
ル
ー
テ
ィ
ン
に
取
り

掛
か
る
時
、
腰
が
重
く
な
る
と
い
う

経
験
を
誰
し
も
お
持
ち
だ
と
思
い
ま

す
。
そ
ん
な
時
に
先
ず
４
分
間
集
中

す
る
、
そ
し
て
そ
の
４
分
間
が
う
ま

く
い
け
ば
後
は
慣
性
の
法
則
が
働

き
、
作
業
を
億
劫
に
感
じ
る
こ
と
な

く
効
率
良
く
継
続
し
て
い
く
こ
と
が

で
き
る
と
い
う
の
が
ズ
ー
ニ
ン
の
法

則
で
す
。

　

こ
れ
は
人
と
の
出
会
い
に
も
当
て

は
ま
る
よ
う
で
す
。
人
の
第
一
印
象

も
お
お
よ
そ
４
分
間
で
決
ま
る
こ
と

が
大
半
で
、
４
分
間
継
続
し
て
上
手

く
接
す
る
こ
と
が
出
来
れ
ば
相
手
に

は
印
象
が
良
く
映
り
、
そ
の
後
も
会

話
が
続
き
や
す
い
と
い
う
実
験
結
果

が
出
て
い
る
そ
う
で
す
。

ズ
ー
ニ
ン
の
法
則
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